
 
※注) 1. 年度の区分および金額は原則、円借款および無償資金協力は交換公文ベース、技術協力は予算年度の経費実績ベースによる。 

2. 2009年～2012年度の技術協力においては、日本全体の技術協力の実績であり、2013年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示している。 
(  )内はJICAが実施している技術協力の実績および累計となっている。 

[4] エリトリア 

主要経済指標等（2012年） 表－1 我が国の対エリトリア援助形態別実績（年度別） 
●人口 ··········································································· 613万人 
●ＧＮＩ総額 ························································ 30.64億ドル 
●ＧＮＩ一人あたり ···················································· 450ドル 
●経済成長率 ····································································· 7.0％ 
●失業率············································································· 7.9％ 
●対外債務残高 ······················································· 9.94億ドル 
●援助受取総額（支出純額） ································ 1.34億ドル 
●ＤＡＣ分類 ···················································· 後発開発途上国 
●世界銀行分類 ······················································· i／低所得国 
出典）WDI（世界銀行）等。詳細は解説参照 
 

ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）代表的な指標 過去データ 最新データ 
●目標１：１日1.25ドル未満で生活する人々の割合 ·····································································································      －      － 
●目標２：初等教育における純就学率 ··························································································································· 20.7％(1992) 36.9％(2011) 
●目標３：初等教育における男子生徒に対する女子生徒の比率（男子を１とした時の女子の人数） ··················· 0.94人(1990) 0.83人(2011) 
●目標４：５歳未満児の死亡数（1,000人あたり） ··································································································149.8人(1990) 51.8人(2012) 
●目標５：妊産婦の死亡数（出生児10万人あたり） ·································································································1,700人(1990) 240人(2010) 
●目標６：15～49歳のHIV感染率（100人あたりの年間新規感染者数の推定値） ················································ 0.10％(2001) 0.03%(2011) 
●目標７：改良飲料水源を継続して利用できる人口の割合 ························································································ 42.6％(1990) 60.2％(2008) 

出典）Millennium Development Indicators (The Official United Nations Site for the MDG Indicators) 
 
エリトリアに対する我が国ODA概要  

１．概要 
我が国のエリトリアに対する経済協力は、エリトリアが独立した 1993 年に開始された。同国では深刻な干

ばつにより、食糧不足が慢性化している。生活基盤が脆弱であることから、我が国は食料援助と給水、農業お
よび、保健分野を中心に支援を行ってきた。我が国は、同国に対する国連安保理の制裁（ソマリア反政府武装
勢力に対する支援の疑い）、主要ドナーの動向（米、英等が実質的に二国間支援を中断している）、同国内に
おける外国人の国内移動制措置やNGOの活動停止方針等の状況に留意しつつ、人道的支援および人材育成支援
を進めている。 

２．意義 
エリトリアにおいては、保健・衛生、水供給等の生活基盤が脆弱であることに加え、食糧不足が慢性化・深

刻化しており、基礎生活分野における支援が必要とされている。また、同国社会の安定と発展は、「アフリカ
の角」地域の安定と発展にとっても重要である。 

３．基本方針 
我が国は、エリトリアにおける民主化への取組等を注視し、同国に対する国際社会の対応にも留意しつつ、

基礎生活環境の改善および国づくりのための中核人材育成を中心とした支援を進めていくこととする。 
４．重点分野 
（１）人道的支援：生活基盤が脆弱であるエリトリアに対して感染症対策等の保健・衛生分野、水供給分野等の人

道的支援を行う。 
（２）人材育成支援：特にエリトリア政府が重視する高等教育の質の向上に資する人材育成支援を行う。 
 

表－2 我が国の年度別・形態別実績詳細（表ー１の詳細） 
    (単位：億円) 
年 度 円借款 無償資金協力 技術協力 

2011 年度  な し  なし  

2012 年度  な し  なし ・高等教育の質と能力向上プロジェクト 
 [13.02～16.06] 

2013 年度  な し  0.10 億円 
・草の根・人間の安全保障無償(1 件) 

 (0.10) 

 

2013 年度 
までの累計  な し  123.99 億円 

23.36 億円(22.90 億円) 
研修員受入 286 人 
専門家派遣 42 人 

注）１．表ー1 注釈同様 
２．技術協力においては､2011 年度以降に開始され 2013 年 4 月の時点で継続中の技術協力プロジェクト案件のみを掲載している。案件の［ ］内は、協力期間。 

   (単位：億円） 

年 度 円借款 無償資金協力 技術協力 

2009 年度 － 3.44 1.62(1.60) 

2010 年度 － 4.58 1.41(1.40) 

2011 年度 － － 1.80(1.79) 

2012 年度 － － 0.92(0.90) 

2013 年度 － 0.10 1.34 

累 計 － 123.99 23.36(22.90) 
※脚注参照 

表－7 2013 年度実施協力準備調査案件 

案 件 名 協 力 期 間 
南部諸民族州リフトバレー地域給水計画準備調査 13.04～14.06 
家庭用小型ソーラー電源システム及び携帯電話充電システム普及事業準備調査（BOP ビジネス連携促進） 13.10～15.03 
道路損傷防止機材整備計画準備調査 13.11～14.07 

出典）JICA 

 

表－8 2013 年度草の根・人間の安全保障無償資金協力案件 

案 件 名 
オロミア州西アルシ県ビシャン・グラチャ中学校建設計画 
オロミア州ゲラン町ダロタ小学校拡張計画 
南部諸民族州グラゲ県マレコ郡ウダサ・レペ中学校拡張計画 
ティグライ州中部県コラ・タンビエン郡アモラ中学校改築計画 
アムハラ州南ウォロ県カル郡アガンサ小学校拡張計画 
オロミア州西ショア県ダノ郡キムソ・アレレ小学校建替え計画 
アファール州セムロビゲレアロ郡ファンティゲラ前期小学校及びダレティ前期小学校拡張計画 
アムハラ州北ショア県シヤ・デベレナワロ郡ケルサ・チェルコス前期小学校拡張計画 
オロミア州西ワレガ県アイラ郡タルカンフィ・エチオピア小学校拡張計画 
アムハラ州南ウォロ県アンバセル郡ウチャレ小学校拡張計画 
オロミア州ホログドゥル・ワレガ県ホロ郡セケラ 01 町セケラ小学校建替え計画 
オロミア州西ショア県ジェルドゥ郡チャンチョ・ケベナ小学校建替え計画 
南部諸民族州シダマ県アルベゴナ郡ボチェサ小学校拡張計画 
アムハラ州南ゴンダール県タチガイント郡タテク・レシラ小学校拡張計画 
オロミア州アルシ県メルティ郡クェテ小学校修復・拡張計画 
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[4]エリトリア



 
※注) 1. 年度の区分および金額は原則、円借款および無償資金協力は交換公文ベース、技術協力は予算年度の経費実績ベースによる。 

2. 2009年～2012年度の技術協力においては、日本全体の技術協力の実績であり、2013年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示している。 
(  )内はJICAが実施している技術協力の実績および累計となっている。 

[5] ガーナ 

主要経済指標等（2012年） 表－1 我が国の対ガーナ援助形態別実績（年度別） 
●人口 ······································································· 2,537万人 
●ＧＮＩ総額 ······················································ 395.94億ドル 
●ＧＮＩ一人あたり ················································ 1,580ドル 
●経済成長率 ····································································· 8.8％ 
●失業率············································································· 3.6％ 
●対外債務残高 ·················································· 124.36億ドル 
●援助受取総額（支出純額） ····························· 18.08億ドル 
●ＤＡＣ分類 ···························································· 低中所得国 
●世界銀行分類 ················································· iii／低中所得国 
出典）WDI（世界銀行）等。詳細は解説参照 
 

ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）代表的な指標 過去データ 最新データ 
●目標１：１日1.25ドル未満で生活する人々の割合 ····································································································51.1%(1992) 28.6%(2006) 
●目標２：初等教育における純就学率 ····························································································································61.5%(1999) 82.6%(2012) 
●目標３：初等教育における男子生徒に対する女子生徒の比率（男子を１とした時の女子の人数） ··················· 0.85人(1990) 0.95人(2012) 
●目標４：５歳未満児の死亡数（1,000人あたり） ··································································································128.1人(1990) 72.0人(2012) 
●目標５：妊産婦の死亡数（出生児10万人あたり） ···································································································· 580人(1990) 350人(2010) 
●目標６：15～49歳のHIV感染率（100人あたりの年間新規感染者数の推定値） ·················································0.24%(2001) 0.08%(2011) 
●目標７：改良飲料水源を継続して利用できる人口の割合 ························································································· 53.3%(1990) 86.3%(2011) 

出典）Millennium Development Indicators (The Official United Nations Site for the MDG Indicators) 
 
ガーナに対する我が国ODA概要  

１．概要 
我が国のガーナに対する経済協力は、1962 年に締結された経済技術協力協定を起点とし、野口記念医学研究

所プロジェクトを始め、多くの技術協力を実施するとともに、経済社会インフラの整備等によりガーナの成長
に大きく貢献してきた。青年海外協力隊（JOCV）の派遣は、1977 年から行っている。また、近年では、国際
機関や我が国企業によるガーナの社会・経済発展に向けた取組と我が国のODAとの連携も積極的に図っている。 

２．意義 
経済成長の促進を通じてガーナの安定を確保していくことは、西アフリカの安定や民主主義の促進の観点か

ら重要である。特に、地域格差の存在、インフラ整備や公共サービスが不十分であるなどの課題を抱えており、
これらの克服がガーナの安定的な社会・経済発展を堅固とするために不可欠である。また、我が国企業による
関心が高まる中、良好な二国間関係を維持・発展させるため、継続的な支援が重要である。 

３．基本方針 
広く国民が受益する力強い経済成長の促進：ガーナ政府は地理的にも、社会・経済階層的にも分け隔てのな

い包括的な経済成長の促進を目指している。我が国はかかる開発目標の実現のためガーナの自助努力および安
定的な経済運営を促していく。 

４．重点分野 
（１）農業（稲作）：我が国が知見を有する稲作に重点を置いて、小規模農民の生産性・収益性の向上や稲作技術

の普及体制強化を支援する。また、生産基盤や流通体制の整備を通じた農業の集約化・商業化の促進にも貢献す
る。 

（２）経済インフラ（電力、運輸交通）：道路・港湾をはじめとする運輸交通や電力などのインフラ整備を、可能
な限り我が国の技術力を活かして支援する。 

（３）保健・理数科教育：ガーナの喫緊の課題である妊産婦および乳幼児の死亡率低下に向けた支援を中心に保健
分野への支援を行う。また、理数科教育を中心として、包括的な学習環境の改善に資する支援を行う。 

（４）行財政運営能力の強化：安定的なマクロ経済運営と行財政規律の確立を支援する。また、効率的な行政サー
ビスの提供の実現を支援する。  

   (単位：億円） 

年 度 円借款 無償資金協力 技術協力 

2009 年度 － 47.03 18.01(17.57) 

2010 年度 － 33.86 20.04(19.63) 

2011 年度 － 62.40 25.30(24.83) 

2012 年度 － 31.91 21.32(20.77) 

2013 年度 － 19.33 21.71 

累 計 1,250.91 999.64 513.61(507.85) 
※脚注参照 

表－3 我が国の対エリトリア援助形態別実績（OECD/DAC 報告基準） 
（支出純額ベース、単位：百万ドル） 

暦 年 有償資金協力 無償資金協力 技 術 協 力 合 計 

2009 年 － 7.22 (1.50) 1.56 8.78 

2010 年 － 8.25 (3.25) 1.61 9.86 

2011 年 － 7.25 (1.50) 2.20 9.45 

2012 年 － －  1.73 1.73 

2013 年 － －  1.14 1.14 

累 計 － 104.08 (7.78) 22.73 126.82 

出典）OECD/DAC 
注） 1．国際機関を通じた贈与については、2006年より、拠出時に供与先の国が明確であるものについては各被援助国への援助として

「無償資金協力」へ計上することとしている。また、OECD/DAC事務局の指摘に基づき、2011年には無償資金協力に計上する
国際機関を通じた贈与の範囲を拡大した。（ ）内は、国際機関を通じた贈与の実績（内数）。 

 2．有償資金協力および無償資金協力は、これまでに交換公文で決定した約束額のうち当該暦年中に実際に供与された金額（有償資
金協力については、エリトリア側の返済金額を差し引いた金額）。 

 3．有償資金協力の累計は、為替レートの変動によりマイナスになることがある。 
 4．技術協力は、JICAによるもののほか、関係省庁および地方自治体による技術協力を含む。 

 

表－4 諸外国の対エリトリア経済協力実績 
（支出総額ベース、単位：百万ドル） 

暦 年 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 うち日本 合  計 

2008 年 日本 17.71 ノルウェー 8.90 英国 5.57 オランダ 3.88 米国 3.41 17.71 52.51 

2009 年 ノルウェー 9.63 日本 8.78 英国 6.45 オランダ 3.65 米国 3.62 8.78 43.42 

2010 年 日本 9.86 ノルウェー 9.63 英国 5.51 オランダ 2.84 アイルランド 1.53 9.86 36.87 

2011 年 日本 9.45 英国 8.37 ノルウェー 8.07 イタリア 1.90 スウェーデン 1.03 9.45 34.00 

2012 年 英国 4.01 ノルウェー 3.20 カナダ 2.17 日本 1.73 ドイツ 1.61 1.73 15.69 

出典）OECD/DAC 

 

表－5 国際機関の対エリトリア経済協力実績 
（支出総額ベース、単位：百万ドル） 

暦 年 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 そ の 他 合  計 

2008年 IDA 32.66 EU Institutions 17.41 GFATM 15.34 AfDF 8.31 UNDP 5.15 9.99 88.86 

2009年 EU Institutions 42.87 GFATM 12.84 UNDP 8.44 IDA 8.09 AfDF 5.40 12.74 90.38 

2010年 GFATM 41.12 EU Institutions 37.05 UNDP 7.10 AfDF 6.91 IDA 5.50 12.74 110.42 

2011年 EU Institutions 40.57 IDA 16.77 GFATM 14.13 AfDF 9.13 UNDP 4.99 12.96 98.55 

2012年 GFATM 28.17 AfDF 12.08 EU Institutions 9.42 UNDP 5.21 IFAD 3.07 8.34 66.29 

出典）OECD/DAC 
注）順位は主要な国際機関についてのものを示している。 

 

表－6 2013 年度草の根・人間の安全保障無償資金協力案件 

案 件 名 
ダルル中学校衛生環境改善計画 
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(11)

緊
急
無
償（「
ア
フ
リ
カ
の
角
」地
域
に
お
け
る
飢
饉
に
対
す
る

緊
急
無
償
資
金
協
力（
W
FP
連
携
））（
11）

緊
急
無
償（「
ア
フ
リ
カ
の
角
」地
域
に
お
け
る
飢
饉
に
対
す
る

緊
急
無
償
資
金
協
力（
W
FP
連
携
））（
11）

(11)(12)(13)

オロミア州リフトバレー地域におけるFESを通じた
持続的自然資源管理プロジェクト(13)

(12)

飲料水用ローポンプの普及による
地方給水衛生・生活改善プロジェクト(12)
南部諸民族州小中学校建設計画(12)

沿岸警備隊能力拡充プロジェクト(12)
母子サービス改善プロジェクト(12)

〈エリトリア　プロジェクト所在地が複数にわたるもの〉
　高等教育の質と能力向上プロジェクト(12)

廃棄物処理機材整備計画(12)
ジブチ市消防救急機材改善計画(12)

主な

(13)

付加価値型森林コーヒー生産・販売促進プロジェクト(13)

アムハラ州南部地方小都市給水計画(13)

 海上保安能力向上のための巡視艇建造計画(13)


